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1. 15年 5月期の業績（平成14年 6月 1日～平成15年 5月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 5月期      191,985     5.6      10,846   158.6       9,148   274.0

14年 5月期      181,844    △0.9       4,193－        2,445－

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
15年 5月期        4,400   282.9         16.05      8.4     4.8     4.8

14年 5月期        1,149－           4.29－      2.4     1.2     1.3

(注 )1.期中平均株式数 15年 5月期    274,126,575株 14年 5月期    267,752,066株
2.会計処理方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
15年 5月期           2.50          0.00          2.50         683    15.5     1.3

14年 5月期           0.00          0.00          0.00－ － －

(注 )15年 5月期期末配当金の内訳 記念配当           0円 00銭 特別配当           0円 00銭

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 5月期      189,439      52,472     27.7         191.96

14年 5月期      199,030      48,391     24.3         172.10

(注 )1.期末発行済株式数 15年 5月期    273,357,759株 14年 5月期    281,645,171株
2.期末自己株式数 15年 5月期         11,615株 14年 5月期        459,994株

2. 16年 5月期の業績予想 （平成15年 6月 1日～平成16年 5月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       90,500       4,000       4,900          2.50－ －

通 期      190,000       9,500      10,000－           2.50          5.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          36円 48銭

※ 上 記 の 業 績 予 想 は 、 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ い て 作 成 し た も の で あ り 、
実 際 の 業 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。
(注)記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。



（１）比較貸借対照表
      (単位：百万円）

            期  別 前 期 比 増 減
（△印減少）

科  目 金       額 構成比 金       額 構成比 金       額 増減率
％ ％ ％

【 資 産 の 部 】
Ⅰ．流  動  資  産 91,468 48.3 95,737 48.1 △ 4,268 △ 4.5
現 金 及 び 預 金 12,300 10,699 1,600
受 取 手 形 40,829 42,577 △ 1,748
売 掛 金 26,670 26,854 △ 183
有 価 証 券 - 155 △ 155
商 品 1,447 1,824 △ 376
製 品 1,469 1,478 △ 9
原 材 料 3,531 3,237 293
仕 掛 品 8,843 11,437 △ 2,593
貯 蔵 品 297 411 △ 113
前 払 費 用 57 68 △ 10
未 収 入 金 1,195 460 735
その他の流動資産 824 998 △ 174
貸 倒 引 当 金 △ 5,998 △ 4,466 △ 1,531
Ⅱ．固 定 資 産 97,970 51.7 103,293 51.9 △ 5,323 △ 5.2
１．有形固定資産 73,368 38.7 79,974 40.2 △ 6,605 △ 8.3
建 物 26,658 29,602 △ 2,944
構 築 物 1,376 1,549 △ 172
機 械 及 び 装 置 7,111 8,245 △ 1,134
車 両 及 び 運 搬 具 14 18 △ 4
工具器具及び備品 1,909 2,108 △ 198
土 地 36,295 38,303 △ 2,008
建 設 仮 勘 定 3 146 △ 143
２．無形固定資産 293 0.2 361 0.2 △ 67 △ 18.7
借 地 権 96 96 －
ソ フ ト ウ ェ ア 99 145 △ 46
その他の無形固定資産 97 119 △ 21
３．投資その他の資産 24,308 12.8 22,958 11.5 1,350 5.9
投 資 有 価 証 券 10,357 13,281 △ 2,923
子 会 社 株 式 7,046 3,836 3,210
出 資 金 11 11 －
長 期 貸 付 金 3,125 2,330 794
従業員長期貸付金 487 578 △ 91
破産、更生債権等 4,872 4,239 632
長 期 前 払 費 用 82 92 △ 9
敷 金 1,440 1,447 △ 6
そ の 他 の 投 資 1,612 1,972 △ 359
貸 倒 引 当 金 △ 4,728 △ 4,832 103
資 産 合 計 189,439 100.0 199,030 100.0 △ 9,591

財 務 諸 表 等
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    前         期
  平成14年 5月31日現在

当         期
  平成15年 5月31日現在



      (単位：百万円）
            期 別 前 期 比 増 減

（△印減少）
科  目 金       額 構成比 金       額 構成比 金       額 増減率

％ ％ ％
【 負 債 の 部 】

Ⅰ．流  動  負  債 99,778 52.7 102,935 51.7 △ 3,157 △ 3.1
支 払 手 形 21,336 22,051 △ 715
買 掛 金 22,475 19,579 2,895
短 期 借 入 金 21,745 27,345 △ 5,600
一年内に返済予定の
長 期 借 入 金 19,867 19,613 254

未 払 金 4,393 3,919 474
未 払 法 人 税 等 97 116 △ 18
未 払 消 費 税 等 1,143 903 239
未 払 費 用 2,999 2,283 716
前 受 金 5,056 6,200 △ 1,143
預 り 金 403 415 △ 12
設 備 支 払 手 形 79 286 △ 207
その他の流動負債 179 221 △ 41

Ⅱ．固 定 負 債 37,188 19.6 47,704 24.0 △ 10,515 △ 22.0
長 期 借 入 金 26,512 39,722 △ 13,210
再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 負 債

2,259 2,692 △ 432

退 職 給 付 引 当 金 7,784 4,590 3,194
役員退職給与引当金 348 270 78
その他の固定負債 284 429 △ 145
負  債  合  計 136,966 72.3 150,639 75.7 △ 13,672 △ 9.1

【 資  本  の 部 】
Ⅰ資 本 金 28,399 15.0 28,399 14.3 　　　　　　－ －
Ⅱ資 本 剰 余 金 13,002 6.9 12,861 6.5 140 1.1
資 本 準 備 金 8,997 12,861 △ 3,864
その他資本剰余金 4,004 2.1 － － 4,004

Ⅲ利 益 剰 余 金 8,326 3,423 4,902
利 益 準 備 金 － 359 △ 359
当 期 未 処 分 利 益 8,326 3,064 5,261

Ⅳ土地再評価差額金 3,327 1.8 3,757 1.9 △ 430 △ 11.4
Ⅴその他有価証券評価差額金 △ 581 △ 18 △ 563

Ⅵ自 己 株 式 △ 1 △ 32 31
資 本 合 計 52,472 27.7 48,391 24.3 4,080 8.4
負債及び資本合計 189,439 100.0 199,030 100.0 △ 9,591
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    前         期
  平成14年 5月31日現在

当         期
  平成15年 5月31日現在



（２）比較損益計算書
      (単位：百万円）

            期 別

（△印減少）
科  目 金       額 百分比 金       額 百分比 金       額 増減率

【 経常損益の部 】 ％ ％ ％

営 業 損 益 の 部
売 上 高 191,985 100.0 181,844 100.0 10,141 5.6
売 上 原 価 144,174 75.1 140,868 77.5 3,305 2.3
販売費及び一般管理費 36,964 19.3 36,781 20.2 183 0.5
営 業 利 益 10,846 5.6 4,193 2.3 6,652 158.6
営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益 1,487 0.8 1,431 0.7 56 3.9
受 取 利 息 83 144 △ 60
受 取 配 当 金 93 112 △ 18
保険配当金等収入 144 190 △ 45
賃 貸 収 入 628 559 69
そ の 他 536 425 111
営 業 外 費 用 3,185 1.6 3,179 1.7 6 0.2
支 払 利 息 1,588 1,747 △ 159
売 上 割 引 409 348 61
退 職 給 付 費 用 639 559 79
そ の 他 548 523 25
経  常  利  益 9,148 4.8 2,445 1.3 6,702 274.0

【 特別損益の部 】
特  別  利  益 203 0.1 465 0.3 △ 261 △ 56.1
固 定 資 産 売 却 益 32 16 16
投資有価証券売却益 89 369 △ 280
役員退職給与引当金戻入額 － 72 △ 72
信 託 財 産 売 却 益 81 － 81
そ の 他 － 6 △ 6
特  別  損  失 5,202 2.7 1,560 0.9 3,641 233.4
固 定 資 産 売 却 損 1,157 5 1,152
固 定 資 産 除 却 損 258 271 △ 13
投資有価証券売却損 249 270 △ 21
投資有価証券評価損 2,095 254 1,840
貸倒引当金繰入損 1,350 678 671
そ の 他 90 79 11
税 引 前 当 期 純 利 益 4,149 2.2 1,350 0.7 2,799 207.3
法人税､住民税及び事業税 110 0.1 110 0.1 － -
法 人 税 等 調 整 額 △ 360 91 △ 451
当 期 純 利 益 4,400 2.3 1,149 0.6 3,251 282.9
前 期 繰 越 利 益 3,064 － 3,064
土地再評価差額金取崩額 502 △ 127 630
利 益 準 備 金 取 崩 額 359 － 359
合併による未処分利益
受 入 額

－ 2,043 △ 2,043

当 期 未 処 分 利 益 8,326 3,064 5,261
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前 期 比 増 減当         期

  至 平成15年 5月31日
  自 平成14年 6月 1日   自 平成13年 6月 1日

前        期

  至 平成14年 5月31日



（３）比較利益処分案又は損失処理案
     (単位：百万円）

            期  別 当         期     前         期 前 期 比 増 減
自 平成14年 6月 1日 自 平成13年 6月 1日
至 平成15年 5月31日 至 平成14年 5月31日 （△印減少）

科  目 金       額 金       額 金       額
当 期 未 処 分 利 益 8,326 3,064 5,261
利 益 配 当 金 683 - 683
（ 1株につき 2円 50 銭）

計 7,643 3,064 4,578
次 期 繰 越 利 益 7,643 3,064 4,578
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    重 要 な 会 計 方 針 　   

1． 有価証券の評価基準および評価方法

(1)子会社株式および関連会社株式     　　　 移動平均法による原価法によっております。

(2)その他有価証券

           ①時価のあるもの　　　　　　　　　　    決算末日の市場価格等に基づく時価法

                                                  （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却

                                                   原価は移動平均法により算定しております）

　　　　　 ②時価のないもの                        移動平均法による原価法によっております

    2．たな卸資産の評価基準および評価方法　　　　　移動動平均法による原価法によっております

    3．固定資産の減価償却の方法

　　　　(1)有　形　固　定　資　産　　　　 　　　   定率法によっております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降取得の建物

                                                      (建物附属設備を除く)については、定額法を

                                                      採用しております。

          (2)無　形　固　定　資　産　　　　　　　　　定額法によっております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、自社利用のソフトウェアについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は、社内における利用可能期間（5年）に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基づく定額法を採用しております。

    4．引 当 金 の 計 上 基 準   　　　　

　　  　(1)貸 倒 引 当 金       　　　　　　 　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

                                                     権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

                                                   等特定の債権については個別に回収の可能性を

                                                   検討し回収不能見込額を計上しております。

        (2)退職給付引当金                　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における

        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 退職給付債務および年金資産の見込額に基づき

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 計上しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           なお、会計基準変更時差異（ 9,586 百万円）に

                                                     ついては、15 年間による按分額を営業外費用に

                                                   計上しております。

                                                 　数理計算上の差異については、従業員の平均残存

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   勤務期間内の一定の年数による定額法により翌

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 期から費用処理しております。

        (3)役員退職給与引当金                       役員に対する退職給与・退職慰労金の支給にあ

                                                     てるため、内規に基づく期末要支給額の 100％

                                                     を設定しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役員退職給与引当金は商法施行規則第 43 条に規

定する引当金であります。

    5．リース取引の処理方法

　　　　 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

　　　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

    

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６
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6．ヘッジ会計の方法

　　　　 ヘッジ会計対象取引は金利スワップのみであり、また該当取引はすべて特例処理の条件を満た

        しているため、特例処理を行っております。

　　

    7．その他財務諸表作成のための基本となる重要事項

(1)消費税および地方消費税の会計処理

　　　 　税抜方式によっております。

 （会計方針の変更）

　　　　(1)自己株式及び法定準備金取崩等に関する会計基準

当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成 14年

2月 21 日　企業会計基準第１号）を適用しております。これによる当期の損益に与える影響は軽微であ

ります。

(2)１株当たり当期純利益に関する会計基準等

      　当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会  平成 14年 9月

25日企業会計基準第 2号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会  平成 14年 9月 25日企業会計基準適用指針第 4号）を適用しております。

この変更による当期の損益に与える影響額はありません。

　　　

  (重要な後発事象)

　　厚生年金基金の代行部分返上

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成 15年 6月

1日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。

これに伴い、当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計

制度委員会報告第 13号）第 47－2項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部

分に係る退職給付債務の消滅を認識しました。これにより翌期において 65 億円を特別利益とし

て計上する見込みであります。
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    貸借対照表および損益計算書の注記

     （ 当    期 ）          （ 前    期 ）

    １．有形固定資産の減価償却累計額     １２０，７４５百万円　　 １２０，２１１百万円

     

    ２．保 証 債 務  　 ３，８５２百万円     ４，６６５百万円

　　　　(上記に含まれる共同連帯保証

　　　　　　　　　による実質他社負担額)    　　（７９６百万円）    　　 （１，０３３百万円）

    ３．担 保 提 供 資 産 ５６，６４８百万円 ６６，４２７百万円

       (担保設定の原因となっている債務)     　 (４９，３６２百万円)       (６２，３３９百万円)

　　４．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布  法律第３４号）に基づき、

        事業用の土地の再評価を行い、「土地再評価差額金」（合併受け入れによるものを含む）とし

て資本の部に計上しております。

　　　　再 評 価 の 方 法                 

          主に、土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布  政令第１１９号）

          第２条第５号によるところの鑑定評価による方法としておりますが、一部については、同条

          第４号によるところの地価税の計算のために公表された方法により算定した価額

          に合理的な調整を行う方法としております。

        再 評 価 を 行 っ た 年 月 日                平成 13 年 5 月 31 日

        　再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                ２，２２０百万円
        

    ５．子会社に対する短期金銭債権 １２，０１３百万円    ９，０２６百万円

        子会社に対する短期金銭債務 １０，４９４百万円   ７，３５１百万円

        子会社に対する長期金銭債権   ２，４０３百万円   １，２８１百万円

        子会社に対する長期金銭債務           ７百万円           ７百万円

                                       

    ６．自 己 株 式         　１１，６１５株        ４５９，９９４株

    ７．子 会 社 と の 取 引 高

          売         上         高 １９，２２４百万円 １５，６０１百万円         

          仕         入         高 ２０，８５８百万円 １４，９０４百万円

          仕 入 高以外の営業取引高         １２，８９２百万円 １３，１６４百万円

          営 業 取 引 以外の取引高       　１１百万円   　　２９４百万円

８．期末日満期手形

　　　　期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当期の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に

含まれております。

　 　受 取 手 形               　　 　２,６０８　百万円                     － 百万円

支 払 手 形               　　　　　２９８　百万円                     － 百万円
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【 リ ー ス 取 引 関 係 】

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

                              　　　　　　  　（ 当　　期 ）        （ 前    期 ）

       取得価額相当額　 　　　　　　　　　 　　　5,198百万円               5,450百万円

       減価償却累計額相当額 　 　                　3,194百万円               3,262百万円

       期末残高相当額　             　　　             2,004百万円               2,188百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額            （ 当    期 ）        （ 前    期 ）

                   １ 年 以 内 828百万円 1,246百万円

                   １ 年 超                                          1,175百万円                       941百万円    

               （ 合 計 ） 2,004 百万円 2,188百万円

         なお、取得価額相当額および未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等

       に占める割合が低いため、「支払利子込み法」により算出しております。

  (3) 支払リース料および減価償却費相当額      （ 当    期 ）        （ 前    期 ）

                 支払リース料 1,352 百万円 1,394百万円

                 減価償却費相当額 1,352 百万円 1,394百万円

    

  (4) 減価償却費相当額の算定方法

 　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

 

２．オペレーティング・リース取引

                 未 経 過 リ ー ス 料        （ 当    期 ）        （ 前    期 ）

                   １ 年 以 内     －百万円     1百万円

                   １ 年 超                                              －百万円                         －百万円   

                   （ 合  計）     －百万円   　1百万円

【 有 価 証 券 関 係 】

　子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはありません。
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【 税 効 果 会 計 関 係 】

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

（単位；百万円未満端数切捨て）

（ 当    期 ）        （ 前    期 ）

  繰延税金資産

　　一 括 償 却 資 産 否 認　　　　　　236                   137

た な 卸 資 産 評 価 損 否 認　　　　　 　723                   788

　　貸倒引当金繰入限度超過額及び貸倒償却否認　　 　　　　 4,252                        3,865

　　退職給付引当金及び役員退職給与引当金繰入限度超過額              3,067                 1,709

　　未 払 費 用 （ 賞 与 等 ）　　　 　　     873                            －

　　投 資 有 価 証 券 評 価 損 否 認            4,426                 3,737

　　繰 越 欠 損 金            2,123                 7,594

　　そ の 他              293                   913

繰 延 税 金 資 産 小 計           15,997                18,746

評 価 性 引 当 金         △15,997              △18,746

　　繰 延 税 金 資 産 合 計　　　　　　　－                    －

繰延税金負債

　土地再評価にかかる繰延税金負債　　　　　　2,259                 2,692

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との主な差異

（ 当    期 ）        （ 前    期 ）

　　法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　41.7％                        －

　　　　（調整）

　　　再評価にかかる繰延税金負債取崩　　　　　　　　　　　 △8.6％                        －

　　　交際費等永久に損金に算入される項目                           7.0％                        －

　　　住民税均等割　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2.6％                        －

　　　評価性引当金取崩　　　　　　　　　　　　　　　　　　△48.7％                        －

　　税効果会計適用後の法人税等負担率　　　　　　　　　　　 △6.0％                        －

２． 地方税法の一部を改正する法律（平成15年法律第9号）が平成15年3月31日に公布されたことに伴い、「再評

価に係る繰延税金負債」に使用した法定実効税率は、前期の４１．７％から４０．４％に変更されております。

その結果、「再評価に係る繰延税金負債」が７２百万円減少し、「土地再評価差額金」が同額増加しております。



11

役員の異動           （平成１５年８月２８日付）

１．代表者の異動　　　　該当事項はありません。

２．その他の役員の異動（取締役の担当の変更は後記４に記載のとおりであります）

（１）新任取締役候補

　　　取締役　常務執行役員　　島　　　勲　　（現　執行役員　ビル建材事業本部副本部長

兼東京本社営業推進担当）

　　　取締役　常務執行役員　　藤木　正和　　（現　執行役員　住宅建材事業本部長）

      取締役  常務執行役員    中坪    晋    （現  執行役員  関東ビル建材支店長）

（２）新任監査役候補

      監査役（常勤）          黒崎  康夫    （元  埼玉高速鉄道㈱常務取締役）

      監査役（常勤）          深川    務    （現  財務本部副本部長）

  

      監査役                  南出  修宏    （現  税理士）

     （注）  黒崎康夫および南出修宏の両氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」

第１８条第１項に定める社外監査役の候補者であります。

（３）退任予定監査役

      監査役（常勤）          金森    茂    （当社顧問就任予定）

      監査役（常勤）          野村    繁

      監査役（常勤）          森口    賢

３．執行役員の異動（担当の変更は後記４に記載のとおりであります）

（１）新任執行役員候補

      執行役員                稲場  大二      （現  生産本部副本部長）

      執行役員                福島  広之      （現  名古屋住宅建材支店長）

      執行役員                山本  勇三      （現  関東住宅建材支店長）
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      執行役員                三島  哲文      （現  広島支店長）

      執行役員                釣    伸一      （現  関東ビル建材支店副支店長）

      執行役員                向野  光雄      （現  四国支店長）

（２）退任予定執行役員

      常務執行役員            鷲塚  征三      （三協物流サービス㈱代表取締役社長就任予定）

      執行役員                堀口  邦夫      （西日本建材工業㈱代表取締役社長就任予定

                                                ㈱三協大阪鉄工所代表取締役社長就任予定）

      執行役員                田中  章夫      （現  三協アド・サービス㈱取締役）

      執行役員                五島    隆      （現  ㈱福岡三協サッシ代表取締役社長）

４．取締役および執行役員の担当変更（平成１５年８月１１日付）

      取締役 常務執行役員     小山  智克      関東統括支店長兼東京本社営業推進担当

                                                 （現  関東統括支店長）

      常務執行役員            中村  克之      関西統括支店長兼名古屋統括支店長

                                                 （現  名古屋統括支店長）

      執行役員                堀口  邦夫      関西統括支店長の委嘱を解く

                                                 （現  関西統括支店長）

      執行役員                島      勲      マテリアル事業本部長

     （新任取締役候補、常務執行役員候補）        （現  ビル建材事業本部副本部長兼東京本社営業推

進担当）

      執行役員                田中  章夫      技術開発本部長の委嘱を解く

                                                 （現  技術開発本部長）

      執行役員                内島錬一郎      技術開発本部長

                                                 （現  マテリアル事業本部長）

      執行役員                五島    隆      福岡支店長の委嘱を解く

                                                 （現  福岡支店長）

      （新任執行役員候補）    向野  光雄      福岡支店長

                                                 （現  四国支店長）

（注）  当社は、平成１５年７月３０日をもって、執行役員の地位の呼称を変更し、従来の「上席常務

執行役員」「常務執行役員」をそれぞれ「常務執行役員」「執行役員」といたしました。

以  上


